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世界の食料問題 と学会動向

池島祥文

日々の生活を営む上で,食料やェネルギーは必

需品であ り,価格が高騰 して も購入せ ざるを得な

い.廉価なハンバーガーや牛井に代表 されてきた

食品価格の低下基調は,BSEや鳥インフルエンザ

による騒動を経て,一転 して,価格の上昇 トレン

ド- と転化 しだ してい る.オイル ショックやバブ

ル による物価高騰 を実体験 として認識で きてい

ない世代にとって,そ して,ビジネスサイクル と

してではな く,一方向的に上昇す る傾向はやや異

様にも映る.しか し,この食品の価格変動は 日本

の国内要因 とい うよ りも,外的要因によって生起

しているとみることができる.つま り,世界の政

治経済の動向が直接的に,国内の生活 レベルにま

で影響 を与える状況にある といえ,国際食料農業

問題を把握することは,日本農業をみるうえでも,

日常生活をお くる うえで も,今や必要不可欠な過

程 と化 している.

そ うした視点にたち,国際食料農業問題に関連

して学会における研究動向を,大会シンポジウム

を中心に整理 ･紹介す ることに しよ う.

まず,は じめに,2007年度 日本農業経済学会

で行われた大会報告 ｢経済 グローバ リゼーシ ョン

と農業一束アジア経済圏連携の可能性- ｣を取 り

上げていこう.WTO の停滞が続 く一方で,FTA

が錯綜す るとい う今 日の国際貿易交渉において,

国際市場の 自由化の要請に応 えつつ,また東アジ

ア地域 との共存を図 りなが ら,日本農業の持続的

発展の可能性 を追求す るこ とを 目的に した大会

報告 となっている.その構想のひ とつ として,東

アジア経済連携があげ られ,先行事例である欧米

の地域経済統合の形成過程 と経験 を検討 しなが

ら,日本が果たすべ き地域経済統合のあ り方につ

いて,多角的な視点か ら議論が行われた.

第 1報告 ｢WTO･FTAの潮流 と農業一新たな

構図を展望-｣(鈴木宣弘 :東京大学)では,国

際貿易が経済発展 に果 たす役割 の大 きさを認識

し,産業界の利益や安価 な食料による消費者の利

益を考慮 しつつ も,なお,日本国民な らびに交渉

相手国に対 して,多様な農業が存在する意義を説

得的に示すために,貿易 自由化が農業及び環境に

及ぼす影響についての分析が行われた.経済厚生

に加 え,環境に代表 され る ｢多面的機能｣を具体

的に数値化す ることで,WTO･FTA の効果を現

実的に試算 しなが ら,東アジア共同体の可能性に
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ついての総論的報告がなされ,シンポジウム全体

の問題提起にもつながることとなった.

第 2報告 ｢欧州経済統合 と関連の経済,通貨!

農業･農村政策の史的 レビュー｣(遠藤保雄:FÅo)

では,独仏が歴史的な対立関係 を克服 しなが ら,

経済統合 を推進 し,EUの形成 を主導 してきた過

程,な らびに,その統合過程において,共通農業

政策 (CAP)が重要な役割 を担 ってきた経緯など

が分析 された. CAPを軸 とす る経済統合の背景

には,加盟各国間に存在す る農業生産力や農産物

価格水準 の格差 を縮小 させ る諸所 の調整政策の

導入,さらには通貨統合,行財政機構の整合化な

ど,各国による柔軟な政策努力の所産が存在す る

ことが指摘 され,東アジア共同体を想定する場合

に必要 となる政策課題 が浮 き彫 りになった.

第 3報告 ｢NAFTA経済圏の形成 と北米農産物

市場の ｢一体化｣｣(松原豊彦 :立命館大学)では,

米国の巨大な市場 と多国籍企業の事業展開に求

心力をもつ NAFTAの下で,米加 ｡米墨間の農産

物貿易関係 に焦点をあてなが ら,EU とは異なる

地域経済統合の様相 について,分析がなされた.

労働力,財,資本の 自由移動 と経済格差の縮ノ｣､を

目指す EU型市場統合に対 し,財 と資本の自由移

動を進 めつつ も,労働力の移動は認めず,域内経

済格差を積極的に利用す るNAFTA型市場統合の

特徴が鮮明に浮き上がるとともに,カナダの豊富

な資源 とメキシコの低廉 な労働力 を活用 しなが

ら,企業成長 を遂げている米系多国籍アグリビジ

ネスの存在が指摘 された.

第 4報告 ｢東アジア経済統合-の道-ASEAN

との FTA 交渉か ら見えて くるもの-｣(福井清

- :神戸大学)においては,東アジア経済圏連携

を実現す るための,より具体的な規定要因の検討

がな された. 日中韓における歴史的経緯 を含め,

東アジア各国の政治経済体制お よび文化的相違

を踏まえた うえで,アジア地域の共同体形成にむ

けた制度調整の必要性があるが,特に,産業化の

格差,利益集団の政治的活動,ガバナンス格差に

よる制度調整費用が FTA締結に対する障壁にな

る点が指摘 された.また,各国の制度的相違が大

きいために,厳密 な意味での FTA が締結 され る

見通 しは低い として,日本農業-の直接的影響 も,

当面は軽微 な ものにな る可能性 が高い と論 じら

れた.

4報告に対す るコメン トお よび合同討論では,

WTO,PTA,EPA のメ リッ ト｡デメ リッ トな ら

びに相互関係 について,経済統合の ｢類型｣化に

ついて,そ して東アジア経済連携の可能性につい

て,議論が深め られた.この大会報告を通 じて,
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漸進的な貿易 自由化 が進む可能性 が高いことを

共通認識に,他地域での経済統合 との比較におい

て,日本を含む東アジアでの経済連携や市場統合

にむけての政策的課題や道筋が示 された.

大会報告では,世界的視野か らの経済統合 との

対比か ら地域経済連携の在 り方が模索 されたが,

それを受けた形で,東アジアの中核に位置する日

本 ｡中国 ･韓国について,農業構造,貿易構造,

そ して各国における農業の位置づ け等 を具体的

に議論する 日中韓シンポジウム ｢東アジアの農産

物貿易 と農業 ･農村｣が合わせて開催 された.3

カ国の農業経済学会が一同に会 して共通のテー

マを深める初めての機会 となったが,そこでは,

域内農産物貿易の競合 と補完の見通 し,域内食品

安全度の向上対策 と協力の有様,農産物情報の共

有による連携の可能性,農産物貿易の水平 ･垂直

分業の可能性,多面的機能発揮のための連携 とい

った論点整理の うえで議論がなされた.東アジア

共同体の形成にむか う,現実的で漸進的な連携が

重要であり,そのために 3国協力が必要になると

提起された.

次に,2007年度政治経済学 ･経済史学会春季

総合研究会における大会報告 ｢WTO体制下にお

ける先進国農業の構造変化｣ を取 り上げよう.節

自由主義政策のもと,貧困化 ･格差社会化が進展

す る先進国にお ける農業構造の現状分析が課題

として設定 されているが,特に,WTO体制のも

とでの各国農業構造の変化,その構造変化が地域

に与える影響,そ して,農政転換に対する評価に

焦点があて られることとなった.

第 1報告 ｢アメ リカ中西部における農業構造の

変化 と農業 自由化｣(中野一新 :大妻女子大学)

では,WTO･NAFTAによる米系アグ リビジネス

のカナダ進 出 と連邦政府の積極的支援策 による

エタノール用 トウモ ロコシ生産によって,中堅的

農家層の経営危機 と大規模経営体-の生産集積

が生 じている点が指摘 された.さらに,その大規

模層がアグ リビジネス と結びついていることか

ら,中西部農業がアグリビジネスの支配下に組み

込まれたと報告 された.

第 2報告 ｢フランスにおける農業構造の変化 と

直接支払い｣(石井圭一 :東北大学)では, リタ

イヤ層の農地を大規模経営層が集積す ることに

よる規模拡大 と,法人経営体の増加や雇用労働の

増加に伴って,質的量的に構造変動が生 じてお り,

伝統的家族農業か ら兼業化 ｡個別農業- と転換 し

ている点が報告 された.また,若手農業者-の経

営継承のために,新たな直接支払制度が導入 され

るといった近年のフランス農政の方向性 も示 さ
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れ ることとなった.

第 3報告 ｢農政転換期における日本農業の構造

変化-2005年農業センサス分析 を中心に-｣(橋

詰登 :農林水産政策研究所)か らは,1999年以

降,価格政策か ら所得政策- と転換 した 日本農政

の もとで変化す る 日本農業の構造分析が行われ

た.販売農家数の減少,大規模経営層の増加,雇

用労働力の増加 といった農業従事者構造に加 え,

法人経営体等-の農地集積 と耕作放棄地面積の

増加 といった農地構造の現状が示 され,今後の農

業 ･農村構造の変化の兆候が垣間見えたといえる.

世界最大の農産物輸出国であるアメ リカ,EU

最大の農業国であるフランス,そ して先進国中最

低の食料 自給率を示す 日本 とい う好対照をなす 3

国の農業構造の変化 を捉 えなが ら,各国 ともに

WTOやFTAといった外的要因に影響を受ける形

で,就業者 ･農地構造 といった内的要因における

共通の変化が現出 している点を確認できた.また,

先進国農業政策に付 き纏 う財政的制約の問題や,

世界的に生産が拡大 し注 目を集 めているバイオ

エ タノール について も議論 が交わ されることと

なった.

以上のように,国際食料農業問題を取 り上げる

学会動向を踏まえると,日本農業の置かれている

状況がより鮮明 とな り,特に,①WTO･FTA と

の関係性,②東アジア共同体の可能性,③小規模

家族経営農業の縮小傾 向 といった論点が提示 さ

れ ることになった といえよう.つま り,農業はも

はや一国内 ｡一産業 レベルで検討することが不可

能であ り,国際貿易ルールや製造業,金融 ･サー

ビス業 といった他産業 との連関を考慮 して,自ら

を位置づけざるを得ない状況にあることが見出

され る.ただ し,そ うした中で も,｢東アジア経

済圏｣ の構築が,結局,輸出産業や直接投資企業

等を代表 とする産業界の利益を優遇 し,日本の農

業 ･農村を犠牲にす るような事態に陥ることは避

けな けれ ばな らない .そ の た めに も,EU や

NAFTAの先行事例か ら,｢地域経済圏の構築｣の

意義 と限界を析出するとともに,東アジア地域内

の共通性 ･類似性だけでなく,各国間に存在する

差異性に焦点をあてることが必要になる.とい う

のも,｢共通性 ｣ の抽出過程 において捨象 され る

差異にこそ,つま り,自由貿易体制の形成のため

に経済合理性 を追求す る過程 において省 かれ る

農業の地域的制約性にこそ,各国にとって ｢最適

な｣農業 ･農村を再構築す る契機が潜んでいると

いえるからである.

(京都大学大学院)




